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令和３年度 輸出先国の規格・基準等に対応した技術開発等支援事業

米国における日本の木造軸組を取り入れた住宅の技術開発と

設計ガイドラインの作成と設計

成果報告会資料
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事業の実施体制図
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実施内容

１ 米国建築基準に基づく構造計算適合性判定基準の設定

（ア）日本と米国基準、規格などの調査と整理

①米国建築基準並びに構造計算方法の調査と整理
②日本建築基準並びに構造計算方法と米国のそれとの比較整理

（イ）日本軸組構法の米国建築基準に基づく構造計算方法と判定基準の検討

①解析プログラムに必要な特性値や理論式の相関・互換性の検討
②米国木材グレードと日本木材等級（J A S）の相関・互換性の検討

(ウ）構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施内容

２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施

（ア）評価サンプルでの事前検証

①継手・仕口接合部など主要部位の構造計算適合性判定のための評価サンプル製作
②構造計算に先立ち評価サンプルの検証

（イ）米国建築基準に基づき、米国で構造計算を行い適合性判定を実施

（ウ）構造計算適合性判定結果を分析し、問題点や改善手法を検討
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
（ア）米国における軸組構法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成
（イ）米国における軸組構法を取り入れた住宅のモデル図面作成
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実施項目1 米国建築基準に基づく構造計算適合性判定基準の設定

(ア）日本と米国基準、規格などの調査と整理
(イ）日本軸組構法の米国建築基準に基づく構造計算方法と判定基準の検討

日本の建築基準、規格の概略をまとめて英文に翻訳し、Timothy Cook氏とEric Macdonell氏
に理解していただきました。

・日本の建築基準法の概略例
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(ア）日本と米国基準、規格などの調査と整理

・日本の規格の概略例
JAS規格の等級認定を受けていない木材（無等級材）による数値を採用
構造計算で使用する数値は、基準強度の約3 分の１の値を使用する。
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図3(上 N/mm2表示 下 psi表示)

22.2 17.7 28.2

17.7 13.5 22.2

20.7 16.2 26.7

19.2 14.7 25.2

7.4 5.9 9.4

5.9 4.5 7.4

6.9 5.4 8.9

6.4 4.9 8.4

3,220 2,567 4,090

2,567 1,958 3,220

3,002 2,350 3,873

2,785 2,132 3,655

1,073 856 1,363

856 653 1,073

1,001 783 1,291

928 711 1,218

実施項目1 米国建築基準に基づく構造計算適合性判定基準の設定
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Timothy Cook氏より、米国の建築基準や建築申請のﾚﾎﾟｰﾄをまとめて頂き、翻訳しま
した。
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図4 Timothy Cook氏ﾚﾎﾟｰﾄ表紙

実施項目1 米国建築基準に基づく構造計算適合性判定基準の設定(ア)(イ)
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Timothy Cook氏のﾚﾎﾟｰﾄより、以下のことが改めて明確になりました。

1 建築基準は各州や市町村のよって異なる。

2 建築申請で必要な項目は日本と同じで多岐にわたっている。

3 建築申請する時には現地細則に精通した現地のｴﾝｼﾞﾆｱや設計士を通して
直接市町村に許可を物件ごとでもらうのが唯一の方法であり、全国共通で
許可をもらうﾏﾆｭｱﾙは存在しないことが、改めて明確になった。

4 ただし、共通して課題になるのは日本の軸組構法での設計に関しては基準が
なく、ｴﾝｼﾞﾆｱによる構造計算が必須になる。また、多くのｴﾝｼﾞﾆｱは日本の軸
組工法に精通しておらず、この点が大きなﾊｰﾄﾞﾙとなる。

5 同時に構造計算するための木材の基準強度などのｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞがないことも大き
な障害になることが改めて判明。
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実施項目1 米国建築基準に基づく構造計算適合性判定基準の設定(ア)(イ)
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定

Timothy Cook氏とEric Macdonell氏を交えてZOOM会議を行った。
実施項目1 (ア)(イ)で得られた結果に基づきﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝを行った。

1 日本の木材強度の現状をまとめて翻訳し、理解頂いた。

2 日本の木材を米国基準で認定するにはﾌﾟﾛｾｽが膨大で時間がかかり、今回の調査
研究の趣旨とは異なる。そこで今回は日本での基準値を使用して構造計算するこ
とで合意した(無等級材)

3 日本の軸組構法に使用する継手・仕口は米国では馴染みがないので、実際のｻﾝﾌﾟﾙ
を日本で制作してEric氏に実際に見てもらうことで理解してもらった。

4 図面上でどの箇所で継手・仕口が使われるかを明記することにした。

5 これらのことを踏まえて対象住宅の詳細図書並びに仕様を作成し、それに基づき
構造計算することで合意をおこなった。
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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平面図

実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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立面図 断面図

実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施項目1
(ウ)構造計算適合性判定を実施する対象住宅の詳細設計図書並びに仕様の設定
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実施項目２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施

(ア）評価ｻﾝﾌﾟﾙでの事前検証
継手・仕口ｻﾝﾌﾟﾙを送付し、理解を得て頂いた。

(イ）米国建築基準に基づき、米国で構造計算を行い適合性判定を実施
Eric Macdonell氏にﾓﾃﾞﾙﾌﾟﾗﾝにて構造計算を行ってもらい、ﾚﾎﾟｰﾄにまとめてもらった。
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図5 構造計算書ﾚﾎﾟｰﾄ一例(仕様と想定荷重)

実施項目２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
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図6 構造計算書ﾚﾎﾟｰﾄ一例(風による局所的な吹上の検討、モデルの風荷重)

実施項目２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
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図7 構造計算書ﾚﾎﾟｰﾄ一例(地震の係数、地震力の算定)

実施項目２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
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２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
(ウ)構造計算適合性判定結果を分析し、問題点や改善手法を検討

22

1 結果を日本語に翻訳して内容を分析した。

2 米国現地で内容に関してEric氏と打合を行い、ｱﾄﾞﾊﾞｲｽを頂いた。
基本的に今回の図面で何点か修正すれば、構造計算上では日本の軸組構法での建築は
基準を満たし、建築許可を取得することは十分可能であるというお墨付きを得た。

3 Timothy氏とも打合をして、建築申請に関わるﾎﾟｲﾝﾄをｱﾄﾞﾊﾞｲｽ頂いた。



© Toda-Komuten All Rights Reserved.

２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
(ウ)構造計算適合性判定結果を分析し、問題点や改善手法を検討

23

Eric氏の構造計算ﾚﾎﾟｰﾄの指摘

1 兜蟻掛け、渡り顎といった金物を使わない仕口部分はｽｸﾘｭｰ釘で補うという指摘が
あった。

US MTC社 HPより抜粋
構造用木ねじを使用
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２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
(ウ)構造計算適合性判定結果を分析し、問題点や改善手法を検討

24

Eric氏の構造計算ﾚﾎﾟｰﾄの指摘

2 梁をラインを合わせるために梁を追加する。

3 吹き抜け部分の耐力壁は特殊な壁を用いる。

追加する梁

Strong Wall Shear Wall

図6 2.梁の追加 図7 3.特殊な壁
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２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
(ウ)構造計算適合性判定結果を分析し、問題点や改善手法を検討
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Eric氏の構造計算ﾚﾎﾟｰﾄの指摘

4 耐力壁を1階と2階で連続させる。

図8 4.耐力壁の1・2階で連続
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２．米国建築基準に基づく構造計算適合性判定の実施
(ウ)構造計算適合性判定結果を分析し、問題点や改善手法を検討

26

4 現地ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ市のｴﾝｼﾞﾆｱのJim氏を訪問してEric氏の構造計算書を見て頂き、
この計算書の結果を活用すれば建築申請許可は可能であるとｺﾒﾝﾄを頂いた。

5 ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ市の建築許可Planningの窓口を訪問して、Eric氏の構造計算書を見て頂い
た。今回のEric氏の構造計算の結果に基づき設計されていて、他の項目に関しても適
格であれば、ｴﾝﾀｰﾌﾟﾗｲｽﾞ市として建築申請許可は可能であるとｺﾒﾝﾄを頂いた。
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成

27

下記手順にて構造設計を行う。
各計算に必要な式、係数、数値は、ASCE7、ASCE7-16、2018IBC、2019CBCより求める。

1.計画建物の図面準備と面積算出

2.荷重の算出

3.風圧力の算定と検討

4.地震力の算定と検討

5.柱の軸力の算定と検討
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成

28

Building Geometry
建物形状

STEP1:RISK Category
ﾘｽｸｶﾃｺﾞﾘｰ

STEP2:
Basic Wind Speed

基準風速

STEP3:Wind Load 
Parameters

風荷重ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

STEP4:
Velocity Pressure 

Exposure Coefficient
速度圧力露出係数

STEP5:
Velocity Pressure

速度圧

風圧力の計算

STEP6:Net Pressure
Coefficients

正味の圧力係数

STEP7:
Wind Pressure

風圧力

平均高さの合計：Ht(ft)
平均屋根高さ： Hm(ft)
最大側面長さ： L1(ft)
最小側面長さ： L2(ft)

ASCE 7 Table 1.5-1
Risk Category：Ⅰ～Ⅳ

ASCE 7 Figure 26.5-1A
Basic Wind Speed：V=〇〇(mph)

ASCE 7 Section26.6
Wind Directionality：KD = 0.85
ASCE 7 Section26.7
Exposure Category：A～D
ASCE 7 Section26.8
Topographic factor：Kzt = 1.0

ASCE 7 Table 26.10-1
Kh=2.01(Hm/Zg)2/α

ASCE 7 Table 26.11-1
α = 7, 9.5, 11.5 ※ Exposure Category
Zg =  1200, 900, 700 ※ Exposure Category

ASCE 7 eq. (26.10-1)
qh = 0.00256 × Kz × kzt × kd × ke × V2

※ke = 1.0

ASCE 7 figure 28.3-1
ASCE 7 Section 26.13
Internal Pressure Coefficient : qi= (±0.18)

ASCE 7 eq. (28.3-1)
P = qh ((GCpf) – qi(GCpf))
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成
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STEP1:
Seismic Parameters

地震ﾊﾟﾗﾒｰﾀｰ

STEP3:
Seismic Design 
Category (SDC)
耐震設計区分

STEP4:
Structure System

構造ｼｽﾃﾑ

地震力の計算
ASCE 7-16、2018 IBC / 
2019 CBC
Ss = 〇〇〇g
S1 = 〇〇〇g

Risk Category = Ⅰ～Ⅳ
Seismic Importance Factor : Ie =〇〇
IBC Table 1613.2.5(1)
Design Category (based on SDS) = A～D
IBC Table 1613.2.5(2)
Design Category (based on SD1) = A～D
Design Category (governing) = D

STEP2:
Design Spectrum
設計ｽﾍﾟｸﾄﾙ

Site Class：A～F ※一般D
IBC Table 1613.2.3(1)
Fa = 〇〇
IBC Table 1613.2.3(2)
Fv = 〇〇
SMS = FaSs
SM1 = FvS1

SDS = (2/3)SMS

SD1 = (2/3)SM1

SD1(mod) = 1.5SD1

To = 0.2(SD1/SDS)
Ts = (SD1/SDS)
TL = 8.0 (sec)

ASCE 7 Table12.2-1
Seismic Force Resisting System: A.1～A.18
※今回のﾓﾃﾞﾙはA.15
Response Modification Coefficient: R = 6.5
System Limitation / Height Limit : 65ft

STEP5:
Structure Period
構造の周期

ASCE 7 Table 12.8-2
Type = Other Structural System
Structure height : hn = 〇〇ft
ASCE 7 eq (12.8-7)
Ta = 〇〇(sec)
Period Cap Does not Apply : Cu = 1.40
Cs mod.factor = 150% 
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成
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地震力の計算

STEP6:
Calculate Base Shear
基準せん断力の計算

ASCE 7 eq. (12.8-2～5）
Strength  
Cs = SDs/(R/Ie)
Cs = SD1/T(R/Ie)
Cs = SD1TL/T2(R/Ie)
Cs = 0.5S1/(R/Ie)

Drifts
Cs = SDs/(R/Ie)
Cs = SD1/T(R/Ie)
Cs = SD1TL/T2(R/Ie)
Cs = 0.5S1/(R/Ie)

STEP7:
Input Parameters

入力ﾊﾟﾗﾒｰﾀ

Cvx = Wxhxk/(Σwihik）
Fx = CvxV

STEP8: Lateral Force 
＠ each Level
各階の外力

Vbase = 〇〇(kips) (固定荷重)
Vbase = 〇〇(kips) (積載荷重)
T = 〇〇(sec)
ASCE 7 section 12.8.3
K = 1.00
SDS = 〇〇
Ie = 1.00

Cs = 〇〇W
Wtotal = 〇〇(kips)
Existing building reduction 
factor : 
EBF = 1.00

STEP9: Diaphragm 
Force ＠ each Level
各階のﾀﾞｲｱﾌﾗﾑ力

ASCE 7-16 Eqn 12.10-1～3
Fpx = (ΣFi / (ΣWi) )Wpx
(Fpx) = 0.2SDSleWpx
(Fpx) = 0.4SDSIeWpx
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成
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せん断壁の選定1 木造における公称単位せん断力

ﾊﾟｰﾃｨｸﾙﾎﾞｰﾄﾞ

素材 厚み
留め具
ﾀｲﾌﾟとｻｲｽﾞ

地震用
留め具ピッチ別耐力
※×0.8倍を使用する

風用
留め具ピッチ別耐力
※地震用より耐力がある
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成
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せん断壁の選定2 Strong Wall Shear Wall

種類
地震用
許容耐力

風用
許容耐力

地震用
基礎許容耐力

風用
基礎許容耐力
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(ア)米国における軸組工法を取り入れた住宅の設計ガイドラインの作成

33

ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑの選定 木造における公称単位せん断力

ｸﾞﾚｰﾄﾞ 厚み
地震用
留め具ピッチ別耐力

風用
留め具ピッチ別耐力
※地震用より耐力がある

ｻｲｽﾞ

留め具
貫通深さ

境界からの
離隔距離
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(イ)米国における軸組工法を取り入れた住宅のモデル図面作成

34

平面図
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
(イ)米国における軸組工法を取り入れた住宅のモデル図面作成
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立面図 断面図
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3．成果報告書の取りまとめ及び情報共有
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屋根伏図

渡り顎等金物が無い仕口は
ｽｸﾘｭｰ釘で対応する
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2階床伏図と平屋部分小屋伏図小屋伏図と下屋根屋根伏図

梁の追加はﾗｲﾝをそろえる
ことで対応

梁を追加
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結論
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今回の我々の調査研究を通して、日本の木材を使用して、日本の軸組構法で設計した建
物でも建築許可が通る可能性の道筋ができた。

もちろん、建築申請項目は構造計算以外にも多岐に渡り、さらにまた、各州や市町村に
よって個別に申請許可対応は必要であるが、 構造設計事務所や、建築士やエンジニアか
らサポートしてもらうことで実現できる。

今後は具体的な案件で建築許可を得て、建築を実現させるところまで進めたい。
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